
１ 要因（令和３年個人情報保護法）

・国の行政機関等と地方公共団体の個人情報保護制度を一元化、
全国共通ルールとなり、国の個人情報保護委員会の所管となる。

・地方公共団体に係る分等については、令和５年４月１日施行。

・全ての一部事務組合及び広域連合において、法の施行に係る
条例等の整備を令和４年度内に遅滞なく完了する必要がある。
※本組合では、（改正前）個人情報保護条例は未整備

・地方公共団体の機関のうち、議会は基本的に対象外となる。
（議会にかかる条例制定も必要）

庄内広域行政組合個人情報の保護に関する法律施行条例（案）の概要

２ 対応・課題

・一部事務組合等においては、構成市区町村等の個人情報保護
条例を準用した条例を置いている団体が多数。

・新たに構成市区町村等の条例を準用する形で個人情報保護法
施行条例等を制定しようとする場合には、準用元の構成市区町
村等における条例が改正等されていることが前提となる。

３ 条例制定の考え方

（１）構成市町の条例を準用する。

（２）酒田市の条例を準用する。
・１２月定例会において、行政機関・議会条例整備済

議案提出定例会 鶴岡市 酒田市 三川町 庄内町 遊佐町

行政機関 12月 12月 ３月 ３月 ３月

議会 3月 12月 3月 3月 3月

参考：構成市町の規則を準用している規則 準用元

会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則 酒田市

契約に関する規則 酒田市

財務規則 鶴岡市

４ 条例（案）の骨子

（１）名称
・庄内広域行政組合個人情報の保護に関する法律施行条例
・庄内広域行政組合議会個人情報の保護に関する条例
（議会提案）

（２）主な内容
・準用（酒田市準用）
手数料無料、開示決定等期限特例（30日→15日以内へ）

（３）施行
・令和５年４月１日
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出典：個人情報保護委員会資料

個人情報保護制度見直しの全体像
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出典：個人情報保護委員会資料

地方公共団体の個人情報保護制度の在り方（法改正の概要）
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